
１２月 ２日 庁議提出案件 資料No.1
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

企画部長 氏名 高橋 亮 内線２２００
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

太田市一般職の職員の給与に関する条例及び太田市一般職の任期付職員の採用及び給与の

特例に関する条例の一部改正について

【 目 的 】

人事院は、国家公務員の給与について本年８月８日に勧告を行いました。地方公務員の給

与改定は、国家公務員に準じて行われており、その原則を踏まえて、所要の改正を行うもの

です。

【 概 要 】

１ 一般職の給与改定関係

（１）給料表（給料月額）の改定（公布の日より施行、令和６年４月１日適用）

行政職及び消防職給料表の全級全号級を引上げます。

（２）期末勤勉手当支給率の改定

＜一般職＞

期末手当及び勤勉手当の年間支給率をそれぞれ０．０５月引上げ、合計の年間支給率

を４．５０月から４．６０月へ引上げます。

（ ）内は課長職以上の職員の支給率

区分 行政職 消防職

改定率 ２．６０％ ３．２９％

平均引上額 ８，６００円 １０，９９３円

一般職 ６月期 １２月期 年 間

令和６年度

期末手当

勤勉手当

１．２２５

（１．０２５）

１．０２５

（１．２２５）

１．２７５

（１．０７５）

１．０７５

（１．２７５）

２．５００

（２．１００）

２．１００

（２．５００）

合 計 ２．２５０ ２．３５０ ４．６００



＜再任用職員＞

期末手当及び勤勉手当の年間支給率をそれぞれ０．０２５月引上げ、合計の年間支

給率を２．３５０月から２．４００月へ引上げます。

３ 特定任期付職員の給与改定関係

一般職と併せて、特定任期付職員に係る給料表及び期末手当支給率の引上げを行います

（該当者なし）。

４ その他

１２月定例会に議案提出予定です。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

再任用職員 ６月期 １２月期 年 間

令和６年度

期末手当

勤勉手当

０．６８７５

０．４８７５

０．７１２５

０．５１２５

１．４０００

１．００００

合 計 １．１７５０ １．２２５０ ２．４０００



１２月 ２日 庁議提出案件 資料No. 2
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

企画部長 氏名 高橋 亮 内線２２００
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

市長等の給与に関する条例の一部改正について

【 目 的 】

人事院の給与勧告は「一般職の職員の給与に関する法律」の適用を受ける国家公務員を対

象としております。内閣総理大臣等の給与は「特別職の職員の給与に関する法律」の規定に

より支給され、期末手当等については「一般職の職員の給与に関する法律」の適用を受ける

職員の例によることとされています。

つきましては、市長等の給与については国の例に準じていることから、人事院の給与勧告

への対応を図るため、所要の改正を行うものです。

【 概 要 】 期末手当支給率の改正

年間支給率を４．５０月から４．６０月へ引上げます。

２ その他

１２月定例会に議案提出予定です。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

６月期 １２月期 年間

令和６年度 ２．２５ ２．３５ ４．６０

令和７年度 ２．３０ ２．３０ ４．６０



１２月 ２日 庁議提出案件 資料No.3
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

企画部長 氏名 高橋 亮 内線２２００
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

太田市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改正について

【 目 的 】

人事院の給与勧告は「一般職の職員の給与に関する法律」の適用を受ける国家公務員を対

象としております。国会議員の歳費は「国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律」の

規定により支給され、期末手当については同法の規定で内閣総理大臣等の給与を規定する

「特別職の職員の給与に関する法律」の例により「一般職の職員の給与に関する法律」の適

用を受ける職員の例によることとされています。

つきましては、太田市議会の議員の議員報酬等については国の例に準じていることから、

人事院の給与勧告への対応を図るため、所要の改正を行うものです。

【 概 要 】 期末手当支給率の改正

年間支給率を４．５０月から４．６０月へ引上げます。

３ その他

１２月定例会に議案提出予定です。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

６月期 １２月期 年間

令和６年度 ２．２５ ２．３５ ４．６０

令和７年度 ２．３０ ２．３０ ４．６０



１２月 ２日 庁議提出案件 資料No.4
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

企画部長 氏名 高橋 亮 内線２２００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

太田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正について

【 目 的 】

人事院は、国家公務員の給与について８月８日に勧告を行いました。本勧告は「一般職の

職員の給与に関する法律」の適用を受ける国家公務員を対象としたものですが、地方公務員

の給与改定は、国家公務員に準じて行われており、その原則を踏まえて、会計年度で任用さ

れている非正規職員においても勧告に基づき給与改定を行うため、所要の改正を行うもので

す。

【 概 要 】

１ 期末勤勉手当支給率の改定

期末手当及び勤勉手当の年間支給率をそれぞれ０．０５月引上げ、合計の年間支給率

を４．５０月から４．６０月へ引上げます。

２ 期末手当期間率の改正

在職期間に応じた期末手当の支給率が、常勤職員と同一になるよう改めます。

３ その他 １２月定例会に議案提出予定です。

【 備 考 】

一般職給与条例の給料表改正に伴い、会計年度任用職員も全級全号級を引上げます。

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

一般職 ６月期 １２月期 年 間

令和６年度

期末手当

勤勉手当

１．２２５

１．０２５

１．２７５

１．０７５

２．５００

２．１００

合 計 ２．２５０ ２．３５０ ４．６００

令和７年度

期末手当

勤勉手当

１．２５０

１．０５０

１．２５０

１．０５０

２．５００

２．１００

合 計 ２．３００ ２．３００ ４．６００

区分 会計年度任用職員

改定率 １２．０４％

平均引上額 ２２，０６２円



１２月 ２日 庁議提出案件 資料No.5
●内 容 【 1.協議事項】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後】

企画部長 氏名 高橋 亮 内線２２００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

太田市職員の退職手当に関する条例の一部改正について

【 目 的 】

地方公務員は法律によって身分が保障されており、景気変動による失業が予想されにくい

こと等のことから、雇用保険法の適用対象から除外されておりますが、雇用保険法は、その

目的、趣旨からみて本来社会保険制度として適用されるべきものであるため、本条例第１６

条に規定する失業者の退職手当は、雇用保険における失業等給付を準用する形で規定されて

おります。

令和７年４月１日施行の改正雇用保険法により失業等給付の給付内容等が変更されること

に伴い、所要の規定の整備を行うべく条例を改正するものです。

【 概 要 】

１ 改正内容

① 就業手当の廃止に伴う第１６条第１１項及び第１４項の整理

※ 就業手当

基本手当の受給資格者が再就職手当の支給対象とならない形態で就業した場合であ

って、基本手当の支給残日数が所定給付日数の３分の１以上かつ４５日以上である

場合に支給される手当。

② 地域延長給付の支給期間延長（令和６年度末から令和８年度末まで）に伴う

附則第１３項の修正

※ 地域延長給付

倒産、解雇や労働契約が更新されなかったことによる離職者について、雇用情勢が

悪い地域に居住し、かつ、重点的に再就職の支援が必要であると公共職業安定所が

認めた受給資格者に対して所定給付日数を超えて、基本手当を６０日間延長する制

度。なお、群馬県内で給付対象となる地域はありません。

２ 施行日

令和７年４月１日

３ その他

１２月定例会に議案提出予定です。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ



１２月 ２日 庁議提出案件 資料No.6
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

企画部長 氏名 高橋 亮 内線 ２２００
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

太田市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について

【 目 的 】

大規模災害が発生した際に緊急消防援助隊として出動した消防職員に対する手当の支給に関

し、国の基準との均衡を踏まえた特殊勤務手当とするよう助言の旨通知があったことを受け、

特殊勤務手当に国に準拠した手当を反映するため条例改正するものです。

【 概 要 】

１ 緊急消防援助隊手当について

支給対象及び支給額

２ 施行日

令和７年１月１日から施行します。

３ その他

令和６年１２月定例会に議案提出予定です。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線 ２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

支給額

緊急消防援助隊として災害に係る現場作業等に従事した消防職

員
日額 ８４０円

緊急消防援助隊として人事院が定める災害に係る現場作業等に

従事した消防職員
日額 １，０８０円

緊急消防援助隊として人事院が定める災害に係る現場作業等に

著しく危険であると認める区域で従事した消防職員
日額 ２，１６０円


